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平成１６年６月期  個別財務諸表の概要                    

平成１６年 ８月 ９日 

会 社 名        株式会社 テー・オー・ダブリュー                登録銘柄 

コ ード 番号        ４７６７                                本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ http://www.tow.co.jp/） 
問い合わせ先  責任者役職名   取締役管理部長 
        氏    名  武 田 克 実             ＴＥＬ （０３）３５０２－８８８７（代表） 
決算取締役会開催日  平成１６年  ８月 ９日                中間配当制度の有無  有 
定時株主総会開催日  平成１６年  ９月２４日                  単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 

 

１．16年６月期の業績（平成15年７月１日～平成16年６月30日） 

(1) 経営成績                                      （百万円未満切捨て） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

16年６月期           9,599  (   1.9)            750 （ △28.5）            761 ( △26.8) 

15年６月期           9,417  (   9.5)           1,049 （   16.4）           1,041 (  17.9) 

 

 1 株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高 

 当 期 純 利 益 
当期純利益 1株当たり当期純利益 

当 期純 利益

率 
経常利益率 経 常利 益率 

    百万円   ％  円 銭       円 銭        ％     ％      ％ 

16年６月期      474 (  △9.8)   37 12     37 10    13.1  13.3    7.9 

15年６月期      525 (   19.4)   42 42     42 27    17.1  19.4   11.1 

（注）1.期中平均株式数     16年6月期 12,164,341株     15年6月期 11,856,791株 

      2.会計処理の方法の変更 無 

   3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2) 配当状況 

 １株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本 

  中  間 期  末 （年 間） 
配当性向 

配当率 

         円 銭    円  銭         円 銭    百万円      ％     ％ 

16年６月期        16 00   8 00         8 00   194   41.0   5.3 

15年６月期        13 00   0 00        13 00   158   30.1   4.5 

（注）16年6月期 期末配当金の内訳  普通配当  8円 記念配当 －円 

(3) 財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

       百万円       百万円       ％     円 銭  

16年６月期    5,563    3,699     66.5    303  14 

15年６月期    5,911    3,550     60.1    291  95 

（注）1．期末発行済株式数     16年6月期  12,129,970株   15年6月期 12,163,113株 

   2．期末自己株式数      16年6月期    90,334株   15年6月期    8,389株 

 

２．17年６月期の業績予想（平成15年７月１日～平成16年６月30日） 

    １株当たり年間配当金 

 
売 上 高 経常利益 当期純利益 

中  間 期  末 

 

     百万円    百万円    百万円    円 銭    円 銭    円 銭 

中 間 期 5,366 385 216 

通   期 10,780 833 464 
8  00 8  00 16 00 

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）38円31銭 

業績予想につきましては、添付資料の6ページをご参照下さい。 



－  － 
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7.7.7.7.個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等個別財務諸表等    
①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成15年６月30日） 
当事業年度 

（平成16年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   191,946   217,262  

２．受取手形   300,999   461,615  

３．売掛金   3,206,761   1,996,338  

４．未成イベント支出金 ※７  542,824   1,165,917  

５．未収入金 ※3・7  565,478   660,192  

６．前払費用   19,751   19,480  

７．繰延税金資産   28,329   25,712  

８．その他   19,450   3,092  

９．貸倒引当金   △16,200   △12,500  

流動資産合計   4,859,342 82.2  4,537,111 81.5 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  90,139   90,139   

減価償却累計額  31,465 58,673  42,627 47,512  

２．工具器具備品  52,313   63,602   

減価償却累計額  25,416 26,896  36,019 27,583  

３．土地 ※４  6,027   6,027  

有形固定資産合計   91,598 1.5  81,123 1.5 

(2）無形固定資産        

１．電話加入権   2,725   2,725  

２．ソフトウェア   18,926   14,735  

無形固定資産合計   21,651 0.4  17,461 0.3 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   278,873   257,944  

２．関係会社株式   100,000   100,000  

３．出資金   80,871   82,287  

４．従業員長期貸付金   50   150  

５．長期前払費用   338   4,754  



－  － 
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前事業年度 

（平成15年６月30日） 
当事業年度 

（平成16年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

６．会員権   9,140   8,440  

７．保険積立金   202,569   235,987  

８．繰延税金資産   120,060   90,850  

９．再評価に係る繰延税金
資産 

※４  19,578   19,578  

10．敷金保証金   127,176   127,700  

投資その他の資産合計   938,658 15.9  927,692 16.7 

固定資産合計   1,051,908 17.8  1,026,276 18.5 

資産合計   5,911,250 100.0  5,563,388 100.0 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   1,535,110   1,147,973  

２．関係会社買掛金   303,087   153,567  

３．未払金   32,137   39,070  

４．未払法人税等   202,449   162,879  

５．未払消費税等   15,126   －  

６．未払費用   79,215   88,256  

７．未成イベント受入金   20,897   69,042  

８．預り金   33,902   44,362  

流動負債合計   2,221,927 37.6  1,705,151 30.6 

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   46,952   57,736  

２．役員退職慰労引当金   91,392   100,732  

固定負債合計   138,345 2.3  158,468 2.9 

負債合計   2,360,272 39.9  1,863,620 33.5 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  940,395 15.9  943,567 17.0 

Ⅱ 資本剰余金        

(1）資本準備金  1,018,848   1,021,972   

資本剰余金合計   1,018,848 17.2  1,021,972 18.4 



－  － 
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前事業年度 

（平成15年６月30日） 
当事業年度 

（平成16年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅲ 利益剰余金        

(1）利益準備金  22,845  0.4 22,845  0.4 

(2）任意積立金  800,000  13.5 1,100,000  19.8 

(3）当期未処分利益  809,456  13.7 705,533  12.7 

利益剰余金合計   1,632,301 27.6  1,828,378 32.8 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △27,036 △0.4  △27,036 △0.5 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  △7,097 △0.1  1,382 － 

Ⅵ 自己株式 ※２  △6,434 △0.1  △68,497 △1.2 

資本合計   3,550,977 60.1  3,699,767 66.5 

負債・資本合計   5,911,250 100.0  5,563,388 100.0 

 



－  － 
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   9,417,115 100.0  9,599,127 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１  7,583,513 80.5  7,981,962 83.2 

売上総利益   1,833,602 19.5  1,617,164 16.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．広告宣伝費  14,588   7,757   

２．役員報酬  123,900   126,300   

３．給料手当  207,466   229,429   

４．賞与  48,003   48,200   

５．退職給付費用  10,387   10,874   

６．役員退職慰労引当金繰入
額 

 11,365   9,340   

７．法定福利費  40,693   42,529   

８．交際費  53,009   53,251   

９．旅費交通費  14,525   18,476   

10．減価償却費  16,383   18,855   

11．賃借料  51,101   65,734   

12．通信費  8,736   9,996   

13．消耗品費  22,120   24,295   

14．支払手数料  67,948   74,303   

15．貸倒引当金繰入額  3,068   －   

16．その他  90,330 783,629 8.3 127,113 866,459 9.0 

営業利益   1,049,972 11.2  750,704 7.8 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3   3   

２．受取配当金 ※１ 18,000   25,184   

３．投資事業組合分配金  －   1,423   

４．業務受託手数料 ※１ 3,000   3,000   

５．雑収入 ※１ 6,072 27,076 0.3 4,494 34,107 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  6,358   8,799   

２．手形等売却損  4,114   10,790   



 

－  － 
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前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

３．新株発行費  12,363   －   

４．出資損  10,138   －   

５．雑損失  2,697 35,673 0.4 3,337 22,927 0.2 

経常利益   1,041,375 11.1  761,884 7.9 

Ⅵ 特別利益        

１．貸倒引当金戻入益     3,700   

２．投資有価証券売却益     89,378   

３．退職給付制度変更に伴
う退職給付引当金取崩
額 

 25,351 25,351 0.2 － 93,078 1.0 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券評価損  87,245   －   

２．会員権評価損  10,000 97,245 1.0 700 700 0.0 

税引前当期純利益   969,480 10.3  854,262 8.9 

法人税、住民税及び事業
税 

 481,000   354,000   

法人税等調整額  △37,187 443,812 4.7 26,007 380,007 4.0 

当期純利益   525,668 5.6  474,255 4.9 

前期繰越利益   283,788   328,636  

中間配当額   －   97,358  

当期未処分利益   809,456   705,533  

        

 



 

－  － 
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売上原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  203,233 2.6 268,456 3.1 

Ⅱ 外注費  7,078,992 89.4 7,697,818 89.5 

Ⅲ 労務費  359,895 4.5 356,384 4.1 

Ⅳ 経費 ※２ 276,894 3.5 282,396 3.3 

当期総イベント費用  7,919,016 100.0 8,605,055 100.0 

期首未成イベント支出
金 

 207,321  542,824  

計  8,126,337  9,147,879  

期末未成イベント支出
金 

 542,824  1,165,917  

当期売上原価  7,583,513  7,981,962  

      

 

前事業年度 
（自 平成14年７月１日 

至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

 １．原価計算の方法  １．原価計算の方法 

個別原価計算を採用しております。 同左 

※２．経費の主な内訳 ※２．経費の主な内訳 
  

旅費交通費 90,751千円 

会議費 30,551 

賃借料 50,976 
  

  
旅費交通費   91,995千円 

会議費 28,997 

賃借料 61,751 
  

 

 



 

－  － 
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③【利益処分案】 

  
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成15年９月25日） 

当事業年度 
株主総会開催予定日 

（平成16年９月24日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   809,456  705,533 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  158,120  97,039  

２．役員賞与金  22,700  22,700  

（うち監査役賞与金）  （ 1,500）  （ 1,500）  

３．任意積立金      

別途積立金  300,000 480,820 300,000 419,739 

Ⅲ 次期繰越利益   328,636  285,794 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

－  － 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

(1）子会社株式 (1）子会社株式 １．有価証券の評価基準及び

評価方法 移動平均法による原価法 同左 

 (2）その他有価証券 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

同左 

 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 

(1）未成イベント支出金 (1）未成イベント支出金 ２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 個別法による原価法 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の方

法 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同左 

 
  

建物 ９～47年 

工具器具備品 ３～15年 
  

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

同左 

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

 均等償却 

耐用年数は５年であります。 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

同左 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の

金額に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。 

同左 



 

－  － 
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項目 
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

 （追加情報）  

 当社は、退職年金について、平成

15年4月1日に適格退職年金制度か

ら確定拠出年金（企業型年金）制

度へ移行し、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第1号）を適用し

ております。この移行に伴う影響

については（退職給付関係）注記

事項に記載しております。 

 

 (3）役員退職慰労引当金 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

同左 

６．収益の計上基準 (1）売上高 (1）売上高 

 イベントの本番終了日をもって売上

高の計上日としております。 

同左 

７．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 自己株式及び法定準備金取崩等会計  

 当事業年度から「自己株式及び法定準

備金の取崩等に関する会計基準」（企

業会計基準第一号）を適用しておりま

す。これによる当事業年度の損益に与

える影響は軽微であります。 

なお、財務諸表規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の資本の

部については、改正後の財務諸表規則

により作成しております。 

 

 １株当たり情報  

 当事業年度から「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成14年9月25日 企業会計基

準第2号)及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第4号)を適用しており

ます。なお、これによる影響について

は「１株当たり情報に関する注記」に

記載しております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成15年６月30日） 

当事業年度 
（平成16年６月30日） 

※１．会社が発行する株式の総数 ※１．会社が発行する株式の総数 
  

普通株式 35,000,000株 
  

  
普通株式 35,000,000株 

  
発行済株式総数 発行済株式総数 

 
普通株式 12,171,502株 

  

 
普通株式 12,220,304株 

  
※２．自己株式 ※２．自己株式 

当社が保有する自己株式の数 

普通株式                      8,389株 

当社が保有する自己株式の数 

普通株式                         90,334株 

※３．ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額              564,813千円 

※３．ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未

収額              648,101千円 

※４．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として

資本の部に計上しております。 

※４．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行

い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に

係る繰延税金資産」として資産の部に計上し、こ

れを控除した金額を「土地再評価差額金」として

資本の部に計上しております。 

再評価の方法 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3

月31日公布政令第119号）第2条第1号に定める

地価公示価格に合理的な調整を行なう方法に

より算出しております。 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3

月31日公布政令第119号）第2条第1号に定める

地価公示価格に合理的な調整を行なう方法に

より算出しております。 

再評価を行った年月    平成13年6月30日 再評価を行った年月    平成13年6月30日 

再評価を行った土地の当事業年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

再評価を行った土地の当事業年度末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額 

208千円 △249千円 

 ５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これらの契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ５．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行 行と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しております。これらの契約

に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 
  

当座貸越極度額及
貸出コミットメン
トの総額 

2,550,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,550,000千円 
  

  
当座貸越極度額及
貸出コミットメン
トの総額 

2,950,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 2,950,000千円 
  

 ６．保証債務  ６．保証債務 

(イ）㈱ティー・ツー・クリエイティブのリース契約

に係る債務保証 

㈱ティー・ツー・クリエイティブのリース契約に係

る債務保証 

2,307千円 1,442千円 

(ロ）㈱ティー・ツー・クリエイティブの本社賃貸借

契約に係る保証 

 

4,320千円  
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前事業年度 
（平成15年６月30日） 

当事業年度 
（平成16年６月30日） 

※７．関係会社項目 ※７．関係会社項目 

関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

他次のものがあります。 

関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

他次のものがあります。 
  

未成イベント支出金 40,000千円 

未収入金 262千円 
  

  
未成イベント支出金 70,000千円 

未収入金 262千円 
  

 
（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成14年７月１日 

至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 
  

外注費 1,030,789千円 

業務受託手数料 3,000千円 

受取配当金 17,000千円 
  

  
外注費 813,216千円 

業務受託手数料 3,000千円 

受取配当金 24,000千円 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成14年７月１日 

至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

 (工具器具備品) 

取得価額相当額 71,060千円 

減価償却累計額相当額 40,078  

期末残高相当額 30,981  
  

  
 (工具器具備品) 

取得価額相当額 65,777千円 

減価償却累計額相当額 46,598  

期末残高相当額 19,179  
  

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 11,921千円 

１年超 19,752 

合計 31,674 
  

  
１年内 9,115千円 

１年超 10,716 

合計 19,831 
  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 
  

支払リース料 12,720千円 

減価償却費相当額 11,839 

支払利息相当額 781 
  

  
支払リース料 12,632千円 

減価償却費相当額 11,802 

支払利息相当額 707 
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

同左 

 
（有価証券関係） 

前事業年度（平成 15年６月 30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度（平成 16年６月 30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成14年７月１日 

至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

(1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 (1)繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  

繰延税金資産  

有価証券評価損 35,712千円 

会員権評価損 25,618 

役員退職慰労引当金 
損金算入限度超過額 

37,196 

未払事業税否認 17,544 

退職給付引当金 
損金算入限度超過額 

14,550
 

その他 17,954 

繰延税金資産合計 148,577 

繰延税金負債  

その他 186 

繰延税金資産の純額 148,390 
  

  
繰延税金資産  

会員権評価損 25,902千円 

役員退職慰労引当金 
損金算入限度超過額 

40,998 

未払事業税否認 14,128 

退職給付引当金 
損金算入限度超過額 

20,886
 

その他 22,191 

繰延税金資産合計 124,106 

繰延税金負債  

その他 7,544 

繰延税金資産の純額 116,562  
  

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の内訳 

(2)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の内訳 
  

法定実効税率 42.0％ 

（調整） 

交際費等一時差異ではない 
申告調整項目等 

3.2

受取配当金等一時差異ではな
い申告調整項目 

△0.7

税率変更による期末繰延税金
資産の減額修正 

0.4

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

45.7

  

  
法定実効税率 42.0％ 

（調整） 

交際費等一時差異ではない 
申告調整項目等 

3.6

受取配当金等一時差異ではな
い申告調整項目 

△1.2

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

44.5

  

(3）地方税法の一部を改正する法律（平成15年法律第9

号）が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当

事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債（ただし、

平成16年7月1日以降解消が見込まれるものに限る。）

の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度の

42.0％から40.7％に変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金

額を控除した金額）が3,834千円減少し、当事業年度

に費用計上された法人税等調整額が3,679千円増加

し、その他有価証券評価差額金が155千円減少してお

ります。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

１株当たり純資産額   

 291円95銭 303円14銭 

１株当たり当期純利益   

 42円42銭 37円12銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 42円27銭 37円10銭 

  当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成14年9月25日 企

業会計基準第2号)及び「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第4号)

を適用しております。なお、同基準

及び同適用指針を前事業年度に適用

して算出した場合の１株当たり情報

については、それぞれ以下のとおり

であります。 

 

 
  

前事業年度 

１株当たり純資産額 

297円37銭 

１株当たり当期純利益 

48円02銭 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益 

47円70銭 
  

 

  当社は平成15年2月20日付で株式1

株につき1.3株の株式分割を行って

おります。なお、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における1株当たり情報に

ついては、以下のとおりとなります。 

 

 
  

前事業年度 

１株当たり純資産額 

228円75銭 

１株当たり当期純利益 

36円94銭 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益 

36円69銭 
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 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

１株当たり当期純利益 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

当期純利益 525,668 474,255 

普通株主に帰属しない金額 22,700 22,700 

普通株式に係る当期純利益 502,968 451,555 

普通株式の期中平均株式数 11,856,791株 12,164,341株 

 
潜在株式調整後の１株当たり当期純利益 

項目 
前事業年度 

（自 平成14年７月１日 
至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

当期純利益調整額 ― ― 

普通株式増加数 42,676株 7,679株 

（うち新株予約権） (42,676株) (   7,679株) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益の算定
に含めなかった潜在株式の概要 

平成13年9月26日開催の第25回定時株
主総会決議に基づく新株引受権 

40,560株 
平成14年9月26日開催の第26回定時株
主総会決議に基づく新株予約権 

959個（124,670株） 

平成13年9月26日開催の第25回定時株
主総会決議に基づく新株引受権 

40,560株 
平成14年9月26日開催の第26回定時株
主総会決議に基づく新株予約権 

954個（124,020株） 
平成15年9月25日開催の第27回定時株
主総会決議に基づく新株予約権 

9,648個（964,800株） 

 
（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成14年７月１日 

至 平成15年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成15年７月１日 

至 平成16年６月30日） 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 
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8. 8. 8. 8. 役員役員役員役員のののの異動異動異動異動  
 

(1) 代表者の異動 

 

該当事項はありません。 

 

(2) その他の役員の異動 

 

新任取締役候補  

 

取 締 役  大山 利栄（現 第三本部副本部長） 

 


